
ＴＰＰ交渉結果に関する情報開示と 
万全な国内対策を求める意見書 

 

平成27年10月５日、参加12ヵ国による環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定

交渉が大筋合意に達した。 

 本県議会は、これまで国会決議を遵守するとともに、交渉経過を十分説明するよ

う求めてきたが、今後、協定が発効されることにより、国民生活に大きな影響が及

ぶことが懸念される。 

 ついては、万全な国内対策を講じるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 交渉結果については、情報開示を行い、国民の合意形成を図ること。 

２ 農業者が意欲を持って安心して農業に取り組めるよう、万全な対策を講じるこ

と。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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